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01 災害に強いまちづくりの方針

基本計画② 01

項 01 目 01予 算 事 業 名 会計コード 01 款 08

現 状 と 背 景
（ ど う し て ）

道路、水路は住民の生活に密着しており、これらの管理を怠ると、その健全な利用が損なわれやすいため。

事業 03道路・河川管理事業費

目

的

対
象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

直接、間接を問わず道路・水路を利用する全ての人。

対 象
（直接働きかける）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 06010101

事務事業名 道路・水路管理事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

2018 ～ 2022 01

担 当 部 署 都市建設部 建設課 管理係 連絡先 502

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政
策
番
号

05

基
本
計
画
体
系

項目 計画CD

災害に強いまちづくりの方針

実行計画 03 道路・河川管理事業道路河川等整備計画

施策の柱の名称
実行計画
の施策の
柱におけ
る指標と
の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概 要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

未登記道路の解消、道路台帳整備、官民界の境界確認、占用事務などにあたり、市の道路水路を管理する。

所有地が個人名義のまま市道認定されている人、境界確認の申請者、占用の申請者など利害関係者、またはその物件。

意 図
（どんな状態にしたいか）

道路、水路の存在、適正利用を名実ともに確保する。

手 段 ・ 方 法
（ ど う や っ て ）

未登記道路の解消、道路台帳整備、官民界の境界確認、占用事務などにあたる。

評
価
指
標
の
作
成

活
動
指
標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

道路・水路の境界確認

変更
履歴

境界確認件数 件 年間の境界確認に至った件数 270

最終目標値

未登記土地の解消 未登記解消筆数 筆 80

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

未登記土地の解消件数（年間目標値）成
果
指
標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

変更
履歴

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）
項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 21,599,858 27,620,000

県 支 出 金 円

国 庫 支 出 金 円

そ の 他 特 定 財 源 円

地 方 債 円

実績 252

活
動
指
標

境界確認件数

目標
件

270 260 

一 般 財 源 円 21,599,858 27,620,000

財

源

内

訳

－　達成率 ％ 93.33 －　 －　 －　

目標
－

実績

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

実績 27

－　

成
果
指
標

未登記解消筆数

目標
筆

80 30

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

－

目標
－

実績

達成率 ％ 33.75 －　 －　 －　

達成率 ％ －　 －　 －　 －　 －　

備

考

施策の
柱CD

0404

0404

0101

計画名称

都市計画マスタープラン

都市計画マスタープラン



事務事業名 道路・水路管理事業 事業期間 年度 係内番号2018 ～ 2022 01

担 当 部 署 都市建設部 建設課 管理係 連絡先 502

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

新年度の
実施計
画・予算
要求事項
（改革・
改善策）

事

中

評

価 課長評価日

2022年度

当年度開始
後、約５ヶ
月が経過
し、新たに
生じた問題
点や環境の
変化

成

果
翌年
度
方向
性

コスト

2022年度
成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

境界立会いの目標値２７０
件に対して、実施件数２５２
件と下回りましたが、申請
者の取り消し等もあり、実施
件数は目標どおりであった
が、未登記処理の実施筆数
は、広範囲を実施した金沢
地区について、年度内に寄
付の手続きができなかった
ことも要因の一つである。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総
合
評
価

成
　
果

目標数値には至らなかった
が、２７件解消できた。

課
　
題

未登記箇所について、平成
３０年度までは要件を満た
せば部分分筆登記が可能
な現場もあったが、法務局
の登記官が変わったこと
で、全て、全筆測量をしなけ
れば受付されないため、処
理にかかる時間や費用も増
加することが見込まれる。

現状維持
翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

最終評価年月日 2019年5月17日

作成担当者 谷　　　亨

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

境界立会い件数は、申請者
の需要により変動するた
め、立会対応枠を増やすこ
とで立会件数の増につなが
るとは言えない。未登記処
理は全筆測量が必須条件と
なり、コスト増、処理に要す
る時間も増加となる。コスト
は、土地家屋調査士協会と
交渉を行い、一律価格の設
定を行うことを検討し、時間
については、業務の簡素化
を行い、未登記処理への対
応時間を増やす。また、コス
ト増ではあるが、調査士へ
委託できる範囲を拡大する
ことで対応件数の増加につ
なげる。(対応件数２７件→３
０件)

現状維持

最終評価責任者 大谷　勝己


